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Thema 
 ⾃⽴をさまたげる社会の⼤きな壁はどこにあるのか？ 

Agenda 
•⾃⼰紹介 

⽣い⽴ちとNPO設⽴のきっかけ 

•団体紹介 
取り組んでいるコミュニケーション・ 

      情報バリアフリー化について 

•通話バリアフリー化について 
国の制度化、認知度向上



• 1970年 岐⾩県⽣まれ 
• 1976年 京都府⽴ろう学校幼稚部卒業 
• 1991年 全国聴覚障害学⽣懇談会中央委員⻑歴任 
• 1993年 名古屋⼤学理学部卒業 
• ⽇⽴製作所に技術職として⼊社 
• 2010年 インフォメーションギャップバスターを

設⽴しコミュニケーションバリアフリー化に奔⾛ 
• 2020年 DPI⽇本会議 特別常任理事 就任

 ⾃⼰紹介



    ⽣い⽴ち 
•⼈間関係での苦労 
•⽀えてくれた⼈たちの存在



聞こえないために様々な苦労
情報がスムーズに⼊らない

コミュニケーションが上⼿くできない

波乱万丈の⼈⽣

⽀えていただいた多くの⽅の存在
⼈として信頼してくれる⽅がいた

お困りごとを代弁する⽅がいた



これまでの経験を通して 
学んだ３つのこと



豊かな社会（格差が少ないなど）
すべての⼈が⽣きやすい社会

弱い⽴場の⼈を⽀える社会



すべての⼈に活躍する機会が
与えられる共⽣社会

お互いを信頼し合う関係



依存ではなく共に⽀え合う
必要に応じて助けを求める

⾃⽴とは



これまでの経験で 
学んだことを⽣かして…



NPOを設⽴
•社会のハンディに対する理解が  
活躍につながることを経験 

•誰もが活躍できる社会へ     
変えていきたい 

•エンパワーメントの拡⼤



•2010年12⽉設⽴ 
•2011年8⽉横浜市の認証を受ける 
•⼀般企業勤務の⽅、専⾨職(薬剤師、弁
護⼠、⾔語聴覚⼠など)で構成される 

•主に労働・医療・家族分野でのコミュ
ニケーションバリアフリー化を推進 

•2020年11⽉ ⽷賀⼀雄記念未来賞受賞

 団体紹介



 団体紹介

開催
済

開催
済



 団体紹介



 団体紹介



NPOが扱う社会問題

・社会における相互理解を阻害する 
 コミュニケーションバリア

・情報アクセスを阻害する 
 情報バリア

電話会議

学校

病院

家族 など…避難所



コミュニケーションバリア 
情報バリアの本質
強者が作り出す壁 

強者：⾔語的マジョリティ・経済的優位者など



強者は壁を作っている 
⾃覚がない

・マイクロアグレッション 
   何気ない⽇常の中で⾏われる⾔動に現れる偏⾒や差別に基づく⾒下しや侮辱のこと 

・アンコンシャス・バイアス 
   ⾃分⾃⾝が気づいていないものの⾒⽅や捉え⽅のゆがみ・偏り 



⾒えないバリア

理解されにくいバリア

コミュニケーションバリア・ 
情報バリアとは

バリアによる副次的影響がある

アイデンティティに影響を及ぼす



情報の受け取りにギャップ

きこえる⼈ きこえない⼈

伝わっているか 
分からない

何が分からないか 
分からない

持っている 
情報量

情報って 
これぐらい？

伝わった 
情報量

伝え⽅が 
分からない

・⾜りない情報で判断しないといけない 
・この情報量が普通だと思ってしまう

・⾳声でやりとりすることが前提 
・分からないなら質問すると思っている

・孤独感・⼼理的抑制によるストレス 
・情報不⾜による⽣活の質の低下・⾏動範囲の狭⼩化



⼣⾷の時などに聴者の家族の中にろう者
が⼀⼈だけいる時、会話の内容が分から
なかったり、会話に参加したいのに参加

できず疎外感を感じたりすること。

ディナーテーブル症候群

偶発的学習機会の損失
https://sites.google.com/view/rounabi/dinnertable



インフォメーション 
ギャップバスター  

はどうやってバリアを 
解消しようとしているか？



コミュニケーション・情報バリアを解消して 
⼀⼈ひとりの価値を最⼤に発揮できる 

調和した社会を創る

NPOのミッション



⾃⽴⽀援

相互理解の促進

共助 公助

⾃助

インクルーシブ 
社会の構築 

事業モデル：⾃助・共助・公助の並⾏実施



10%

きこえない⼈

きこえにくい⼈

外国⼈

話しにくい⼈

APD

コミュニケーションが 
困難な⼈

失語症

など…

事業対象 ⾃助



90%

企業

地域

学校

病院

政府

コミュニケーションが 
困難な⼈ 

に関係する組織など

地⽅⾃治体
など…

公助共助事業対象



❶当事者が 
⾃⽴して情報を 
得るための⽅法
を教えています

⾃助



【例１】 
メディアなどから効率的
に情報を⼊⼿する⽅法な
どをセミナーや記事連載
などで啓発しています

⾃助



❷多くの⼈に 
コミュニケーショ
ンバリア問題を 
知ってもらう 
活動しています

共助



【例２】 
消防関係専⾨誌「近代消防」に
コミュニケーションバリアに 

ついて理解を深める記事を連載

共助



❸政府などの 
関係団体に 
改善要望を 
出しています

公助



【例３】 
通話バリアフリー化 

などの要望を 
政府に出しています

公助



通話バリアとは
きこえない・きこえにくい⼈は、「⼿続き」や「相談」
をすぐしたくても、電話をかけることが難しいため、
スムーズにできません。 
例えば… 
•クレジットカードを解約したい。 
•ポイントカードを再発⾏して欲しい。 
•申し込んだセミナーをキャンセルしたい。 
•宅急便の再配達を本⽇中にして欲しい。 
•熱が出たので、コロナ感染の疑いがあるが、 

    どうすれば良いか教えて欲しい。



通話バリアフリー化とは

きこえない・ 
きこえにくい⼈でも  

電話ができるようにする

電話リレーサービスが 
役に⽴ちます



電話リレーサービスとは



電話 電話 電話 電話

電話 
リレー 
サービス

平 
等

公 
平

聴者

不公平

家族 
友人

自立自立×

電話リレーサービスの位置づけ



電話リレーサービスは 
公平に⾃⽴して電話が使える 
ための⼤切なサービスです



私が電話リレーサービス 
普及活動をしようと 
思ったきっかけ



友達に代わりの電話を 
頼み過ぎて 

⼈間関係が壊れた



連絡先が電話だけで 
諦めることが沢⼭あった



仕事のフォローをしたい
のに電話ができなくて 
悔しい思いをした



電話リレーサービスは 
聞こえる⼈にとっても  

メリットがあると思った



電話リレーサービス

誰のためのサービスか？



11.5%

• ⽇本⼈⼝数(1.268億)：総務庁統計局(2017年) 
• 全国の推定難聴者(1,406万⼈以上)：⽇本補聴器

⼯業調査からDDL推計(⽇本補聴器号⼯業会) 
• 発達障害者：約48.1万⼈(厚労省2016年調査)

電話を使うのが困難な⼈



25.4%

• １世帯当たり平均構成⼈員（⽇本⼈）：約
2.21⼈( 厚⽣統計要覧（平成30年度）)

電話を使うのが困難な⼈ 
家族も含めると…



100%

電話を使うのが困難な⼈に 
連絡したい⼈も含めると



つまり、電話リレーサービスは 
すべての⼈のためにあります



このようなわけで 
公平に⾃⽴して電話が使える 
ための⼤切なサービスである 
電話リレーサービスが 

まだ正式に始まっていないのは 
社会にとって 

⼤きな損失であると考えた



電話リレーサービスの課題

 ① 正式なサービスになっていない

 ② 社会的認知度が⾼くない

国の制度化

認知度向上



電話リレーサービスの課題
 ① 正式なサービスになっていない

 ② 社会的認知度が⾼くない

⽇本財団による 
試⾏サービス提供
(2013〜)

当事者や社会向けの 
啓発活動を実施(�2014〜)

電話リレーサービス法成⽴
(2020/6/5)

総務省に署名提出 
(2017/7/12)



⽇本では電話リ
レーサービスを 

⽇本財団が試⾏中
⽇本での電話リレーサービスの制度化を⽬標と
し、必要な経費・課題を把握するモデルプロジェ
クトを2013年9⽉から実施中。2021年3⽉31⽇
まで実施予定。



95%
「今後も電話リレーサービスを利⽤し続けたい
か？」との設問に、「とてもそう思う」「そう
思う」 と答えた割合は 95.3% に上る

⽇本財団電話リレーサービスモデルプロジェクト 
利⽤者アンケート実施結果（2014年1⽉実施）

⽇本財団電話リレーサービスを使ってよかった⼈



電話リレーサービス普及プロジェクト 
三原    毅      

     伊藤 芳浩

⽇本財団電話サービスを使ってよかったこと
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19%

・⼿続き 
・詳細確認 
・打合せ など

・キャンセル 
・返事催促 
・打合せなど

・旅館予約 
・返品連絡 
・問合せなど

2018年11⽉ IGB会員調査結果



⽇本財団電話リレーサービスを使ってよかったこと

すぐ⽤事が終わった

•通信販売のWebサイトに書いてあることだけ
では分からないため、電話リレーサービスを使
⽤して、お客さま窓⼝に直接相談することで、
納得のいく買い物ができた。 
•メールで問い合わせ後、３⽇経っても返事がこ
なかったので、電話リレーサービスで連絡した
ら、その場で、細かいところをやりとりして、
すぐ納得のいく回答をもらうことができた。

電話リレーサービス普及プロジェクト 
三原    毅      

     伊藤 芳浩

時間を有効に活⽤することができる



•通信販売のWebサイトに書いてあることだけでは分からないため、電話リ
レーサービスを使⽤して、お客さま窓⼝に相談することで、納得のいく買
い物ができた。 

•メールで問い合わせ後、３⽇経っても返事がこなかったので、電話リレー
サービスで連絡したら、その場で、細かいところをやりとりして、すぐ納
得のいく回答をもらうことができた。

電話リレーサービス普及プロジェクト 
三原    毅      

     伊藤 芳浩

⽇本財団電話リレーサービスを使ってよかったこと

すぐ連絡できた

•カードを紛失した時にすぐ連絡できて、
迅速にカード利⽤停⽌⼿続きをしていただ
けた。 

•ネット販売で購⼊したい物に不明点が
あったので、その場で販売会社と連絡を
とって、確認ができたので、すぐ注⽂する
ことができた。

必要な時ににすぐ連絡できる



今まで諦めていたことができた

•前から⾏きたいと思っていたレストランに
電話リレーサービスを利⽤して予約すること
ができた。 

•学びたいと思っていた講座に事前に電話リ
レーサービスを利⽤して内容を細かく確認し
た上で、納得して申し込むことができた。

電話リレーサービス普及プロジェクト 
三原    毅      

     伊藤 芳浩

⽇本財団電話リレーサービスを使ってよかったこと

参加できる範囲が広がる



電話リレーサービス普及活動内容
●【電話リレーサービス】に対する理解を広める 
  セミナー・講演の実施 

●【電話リレーサービス】を正式サービス化する 
 署名活動・要望活動



 エピソード  
•8,096名の署名を集めて総務省へ提出 
•多くの当事者と関係者（通訳者、家族

など）から励ましの⾔葉をいただいた 
•14回にわたるロビイング活動が実を結
び、総務省での検討開始につながった



 エピソード  
•現⾏の電話関連の法律・システムは⾳声中
⼼であったため、変えるキッカケをなかな
か作れなかった 

•「電話なんて必要ない」「メールがある
じゃないか」などの不要論が多かった 

•「社会に迷惑をかけない」という⾃⼰抑制
が便利な⽣活への⾜かせになった



⾦⼦めぐみ総務⼤⾂政務官(当時)に署名を提出

2017/07/18 総務省へ署名提出



25ヶ国
電話リレーサービス実施国：⽶国、カナダ、コロ
ンビア、パラグアイ、アイルランド、イギリス、
イタリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェー
デン、スペイン、チェコ、デンマーク、ドイツ、
ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フラン
ス、ベルギー、エジプト、韓国、タイ、オースト
ラリア、ニュージーランド

（⼀財）全⽇本ろうあ連盟 2017年度電話リレー
サービス普及啓発推進事業報告書から抜粋

電話リレーサービスが使える国



電話リレーサービスの課題

⽇本財団による 
試⾏サービス提供
(2013〜)

当事者や社会向けの 
啓発活動を実施(�2014〜)

電話リレーサービス法成⽴
(2020/6/5)

総務省に署名提出 
(2017/7/12)

 ① 正式なサービスになっていない

 ② 社会的認知度が⾼くない



⼟管(インフラ)は 
備えられたが 
その先の社会に 
壁が残っている



•多くの架電先でオペレーターの声は本⼈の声として
扱わないために、「⼿続き」を受け付けないという
ケースが多くあります。 

•例えば… 

•「本⼈の声じゃないとダメです。」 
•「どなたか家族か代わりに電話が 
•   できる⽅はいませんか。」 
•「銀⾏の窓⼝に直接きてください。」 
•

⾳声中⼼社会の⾒えない壁 



電話リレーサービスで 
まだ残っている２つの壁

•普及の壁 
•運⽤の壁



0.1%
• ⽇本財団電話リレーサービス登録者(約9,600

⼈)：総務省・厚⽣労働省電話リレーサービス
に係るワーキンググループ第７回資料 

• 全国の推定難聴者(1,000万⼈以上)：⽇本財
団「提⾔ 聴覚障害者が電話を使える社会の
実現を！」(2014年10⽉発⾏)

①普及の壁：当事者が認知していない

電話リレーサービス普及率



83%
電話リレーサービスユーザーの内、83%の
⽅が、社会全体のサービス認知度が低いと回
答。このため、以下の問題点が発⽣してい
る。 
•いたずら電話と誤解し会話を受け付けない 
•電話リレーサービスの説明を求められる
（待ち時間が発⽣する）

IGB会員調査(2018年12⽉)

②普及の壁：社会が認知していない



83%

①普及の壁：⼆重の壁

0.1%

当事者の無知 社会の無知



•本⼈確認対応

運⽤の壁



61%
電話リレーサービスユーザーの内、61%の⽅
が、電話リレーサービスで本⼈確認を拒否さ
れた経験があると回答。本⼈の⾁声が必要と
なっている。

IGB会員調査(2018年12⽉)

運⽤の壁：本⼈確認対応



運⽤の壁：本⼈確認対応

2020年4⽉ IGB会員調査結果

%



代替⼿段(郵送など時間がかかる⽅法) 
を⽤意している

電話リレーサービス経由で
本⼈確認を拒否する理由

内規で本⼈確認⽅法を定めているので簡
単に変えることが出来ない



負担がかかる⼿続きを⼀⽅的に強いるの
は差別につながる

電話リレーサービス経由で
本⼈確認を拒否する理由

法律では本⼈確認の⽅法までには⾔及し
ていない(⽅法は現場の裁量で決める)



今後の課題

•普及の壁 
  多くの⼈に知ってもらう 

•運⽤の壁 
  電話リレーサービス経由の架電を 
  本⼈からの電話と同等に扱って 
  いただく



Thema 
 ⾃⽴をさまたげる社会の⼤きな壁はどこにあるのか？ 

Point 
•⾃⽴とは 

お互いに助け合い、平等の⽴場に⽴つことで、  
⼀⼈前の⼈間として扱われ⽣きることができること 

•壁はどこにあるか 
多様性を受け⼊れられない社会・仕組み 
無知・無関⼼・無理解 
⾳声中⼼社会 (マジョリティ中⼼社会）




